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１．相続土地国庫帰属制度等に係る現状と課題
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財政制度等審議会第６６回国有財産分科会 配付資料



１．相続土地国庫帰属制度等に係る現状と課題
財政制度等審議会第６６回国有財産分科会 配付資料
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国有地売却後の違法開発

16

２．最近の国有財産トピックス

報道内容（抜粋）

◎ 倶知安町巽地区で発覚した違法開発について、道路造成部
分の土地が国有地として、北海道財務局から事業者に払い下げ
られていたことが分かった。
◎ 事業者から道財務局に対して2022年12月に購入申請があり、
単独利用が難しい土地であったため、（隣接土地所有者に）随意
契約で23年2月に売買に至った。
◎ 契約時に事業者から具体的な活用方針はないとの回答だった。
◎ 町に対し道財務局からの取得打診はなかったもようだ。



国有地の概要

２．最近の国有財産トピックス
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拡大図

「地図データ」（国土地理院http://maps.gsi.go.jp/)をもとに北海道財務局作成

航空写真



標記のことについて、予算決算及び会計令(昭和22年勅令第165号)第102条の4本文及び予算決算及び会計令臨時特例(昭和21年
勅令第558号)第5条第2項本文の規定に基づく財務大臣との協議が別紙1及び別紙2のとおり包括的に整い、その適用に当たっては、
別紙3に留意して行うこととされたから、命により通知する。

別紙１包括協議事項（財務省所管一般会計所属普通財産に係るもの）
第１ 予算決算及び会計令第99条第20号から第22号までの規定に係る協議事項
（三） 第22号「土地、建物又は林野若しくはその産物を特別の縁故がある者に売り払い又は貸し付け

るとき」に該当するもののうち、
６ 無道路地、袋地又は地形狭長等単独利用困難なもので、かつ、他に買受希望者のない土地を、
隣地所有者又は隣地の賃借権等を有する者に売り払い、又は貸し付けるとき。

随意契約の包括協議（財務省通達）

２．最近の国有財産トピックス

○予算決算及び会計令(昭和22年勅令第165号）抜粋

（指名競争に付し又は随意契約によろうとする場合の財務大臣への協議）

第百二条の四
各省各庁の長は、契約担当官等が指名競争に付し又は随意契約によろうとする場合においては、あら
かじめ、財務大臣に協議しなければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。

○普通財産の管理及び処分を行う場合において指名競争に付し又は随意契約によることについての財務大臣との包括
協議について（令和４年６月15日財理第2087号）抜粋
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今後の取扱い（違法開発事案を教訓に～）

２．最近の国有財産トピックス

申請目的を詳細に確認

森林・水源地の確認

振興局や自治体と意見交換をしつつ、処分の
可否を検討
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行政財産の有効活用

２．最近の国有財産トピックス
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財政制度等審議会第６６回国有財産分科会 配付資料（抜粋）



行政財産の有効活用

２．最近の国有財産トピックス
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財政制度等審議会第６６回国有財産分科会 配付資料（抜粋）



当局の取組事例

２．最近の国有財産トピックス
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財務省HP まちの魅力づくり事例集（抜粋）
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３．令和７年度 一般競争入札について

24以下、記載省略
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更なる処分等手法の多様化

４．管理コスト削減の取組
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国有財産の管理委託について

児童の遊び場、緊急避難場所、オープンスペース等として、一般公衆の利用に供するか、地域住民の
生活環境の維持を行う場合等

① 地域福祉向上のための管理委託

② 財産の維持保全を図るための管理委託

決定された処分等相手方に処分するまでの間の財産の維持保全を行ってもらう場合。
暫定活用を公表して1年を経過しても借り受け要望がなかったものについて、処分等するまでの間の財
産の維持保全を行ってもらう場合。

○管理委託の目的

○管理委託の相手方

（１）処分相手方
（２）地方公共団体
（３）町内会、地域自治会等の地縁による団体
（４）その他財務局長等が適当と認めるもの

国有財産を一定の目的に従って、国以外の者に管理を委託しています。

４．管理コスト削減の取組
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国有財産を管理委託している事例

具体的な管理委託の事例として、次のような事例があります。

４．管理コスト削減の取組
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公的利用再検討財産について
複数回入札にかけても売却できなかった財産や、崖地や山林など売却や利用の可能性が非常に乏しい財産につ
いては、優遇措置を是正することなく、優遇措置を適用することで、地方公共団体等の公的利用を促し、地域貢献に
寄与することが可能となります。

４．管理コスト削減の取組

優遇措置
可能

法律上の優遇措置と是正後の措置

売却に
至らない
等
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５．問い合せ一覧

連絡先管轄区域担当

011-709-2311
内線4466,4472

石狩振興局管内のうち札幌市（豊平区、南区、清田区
を除く）、石狩市、当別町、新篠津村

北海道財務局 管財部
第2統括国有財産管理官
・第1グループ

011-709-2311
内線4464,4463,4411

石狩振興局管内のうち札幌市（豊平区、南区、清田
区）、江別市、千歳市、恵庭市、北広島市

北海道財務局 管財部
第2統括国有財産管理官
・第2グループ

011-709-2311
内線4476,4474

胆振総合振興局管内（苫小牧市、安平町、厚真町、
むかわ町を除く）

北海道財務局 管財部
第3統括国有財産管理官
・第1グループ

011-709-2311
内線4479,4465

日高振興局管内、
胆振総合振興局管内（苫小牧市、安平町、厚真町、
むかわ町）

北海道財務局 管財部
第3統括国有財産管理官
・第2グループ

011-709-2311
内線4475,4478

空知総合振興局管内
北海道財務局 管財部
第3統括国有財産管理官
・第3グループ
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５．問い合せ一覧

連絡先管轄区域担当

0138-47-8445渡島総合振興局、檜山振興局の各管内函館財務事務所 管財課

0166-31-4151
上川総合振興局、留萌振興局、
宗谷総合振興局の各管内

旭川財務事務所 管財課

0154-32-0701釧路総合振興局、根室振興局の各管内釧路財務事務所 管財課

0155-25-6381十勝総合振興局管内帯広財務事務所 管財課

0134-23-4103後志総合振興局管内小樽出張所 管財課

0157-24-4167オホーツク総合振興局管内北見出張所 管財課
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